
平成２３年度第２回鎌ケ谷市予防接種委員会次第 
 
 

日時：平成２４年３月２１日（水） 
１３時３０分～ 

場所：総合福祉保健センター 
４階会議室 

 
 
 
 
 
１ 議事 
（１）会議録署名人の選任 
（２）予防接種事故の公表に関する考え方 
 
２ その他 



鎌ケ谷市予防接種委員会委員名簿 

委嘱年月日 平成２３年９月３０日 

委嘱期間  平成２３年９月３０日から平成２５年９月２９日まで 

区分（所属） 役  職 委 員 名 

副会長 石川 広己 

顧問 中井 愃雄 

公衆衛生担当理事 畑 衛 

 

１号委員 

（鎌ケ谷市医師会） 

元理事 畑 仁 

センター長 藤木 哲郎  

２号委員 

（習志野健康福祉センター） 健康生活支援課長 松本 邦昭 

生涯学習部長 山﨑 久雄 

健康福祉部長 鈴木 操 

 

３号委員 

（鎌ケ谷市役所） 
健康増進課長 福留 浩子 



鎌ケ谷市予防接種委員会要綱 

（昭和 55 年４月１日 訓令第３号）

改正 昭和 59 年３月 13 日訓令第 号 昭和 60 年６月 17 日訓令第 16 号

昭和 63 年８月 17 日訓令第９号 平成３年７月８日訓令第 11 号 

平成６年４月１日訓令第５号 平成２３年２月１０日訓令第１３号

（設置） 

第１条 市が行う予防接種に関する調査研究機関として、鎌ケ谷市予防接種委員会（以下「委

員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、予防接種法（昭和２３年法律第６８号）に定める予防接種（以下「定期

接種」という。）及び鎌ケ谷市任意予防接種費用助成要綱に定める任意予防接種（以下「任

意接種」という。）に起因したと疑われる健康被害の事例について、医学的見地から調査

及び審議を行う。 

２ 委員会は、定期接種及び任意接種の実施計画並びに予防接種事故発生時の対応等につい

て、指導及び助言を行う。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員９人をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１） 鎌ケ谷市医師会代表 ４人 

（２） 関係行政機関職員  ２人 

（３） 鎌ケ谷市職員のうち次にかかげる者 

ア 学校予防接種事務担当部長 

イ 保健福祉担当部長 

ウ 予防接種事務担当課長 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。 



（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、委員の半数が出席しなければ開くことができない。 

（参考意見の聴取） 

第７条 委員会は必要に応じ、関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、予防接種事務担当課において処理する。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し、必要な事項は別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、昭和 55 年４月１日から施行する。 

（鎌ケ谷市予防接種健康被害調査委員会要綱の廃止） 

２ 鎌ケ谷市予防接種健康被害調査委員会要綱は廃止する。 

附 則（昭和 59 年３月 13 日訓令第 号） 

（施行期日） 

 この訓令は、令達の日から施行し昭和 57 年７月１日から適用する。 

附 則（昭和 60 年６月 17 日訓令第 16 号） 

 この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（昭和 63 年８月 17 日訓令第９号） 

（施行期日） 

 この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（平成３年７月８日訓令第 11 号） 



（施行期日） 

 この訓令は、令達の日から施行し、改正後の鎌ケ谷市予防接種委員会要綱の規定は、平

成３年６月１日から適用する。 

附 則（平成６年４月１日訓令第５号） 

 この訓令は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年２月１０日訓令第１３号） 

 この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 



予防接種事故の公表に関する考え方（最終案） 
 
 
 
１ 公表の対象となる予防接種 
 
 次の予防接種のうち、鎌ケ谷市長の責任により実施される予防接種とする 
 
（１）予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第２条第２項及び同条第３項に

定める疾病に対する予防接種 
（２）鎌ケ谷市任意予防接種費用助成要綱（平成２３年鎌ケ谷市告示第１２号）

第２条に定める予防接種 
 
 
２ 鎌ケ谷市長の責任により実施される予防接種 
 
 各年度における鎌ケ谷市定期予防接種実施要領と任意予防接種実施要領に基

づき実施される予防接種のうち、健康被害発生時に予防接種法に基づく被害救

済制度或いは市町村総合事務組合予防接種事故救済措置事業の対象となる予防

接種を指す。 
 
 
３ 公表の対象となる予防接種事故 
 
 （１）～（１０）のとおりとし、事故の対象となった人数を問わず全件公表

とする 
 
（１）鎌ケ谷市長或いは厚生労働大臣への副反応報告後、 
① 死亡に至った場合 
② 重篤な状態に陥った場合 
③ 後遺症が残った場合 
（２）有効期限切れワクチン、注射器での接種 
（３）ワクチンの取り違え接種 
（４）ワクチン接種量の誤接種 
（５）異なるワクチンの接種における接種間隔不足 
（６）繰り返し接種する予防接種における接種間隔不足 
（７）接種方法の誤り（筋注と皮下注の誤り、接種部位の誤り） 
（８）注射筒、注射針の再使用 
（９）集団接種における同一者への２度打ち 
（１０）被接種者の取り違え事故 
（１１）その他の予防接種事故 



４ 公表の方法 
 
（１）３－（１）の場合 記者会見 
（２）３－（２）～（１１）の場合 プレス発表 
 
 
５ 公表の時期 
 事故発生医師会長からの事故報告後７日以内 
ただし、記者会見となる場合においては、原因究明に時間を要することが予

想されるため、事故発生を把握した段階で発生した事実と接種形態を公表する

記者会見を行い、その後発生原因や被害救済等がはっきりした段階で、必要に

応じて随時記者会見を行うものとする。 
 
 
６ 公表する内容 
（１）発生した事実（日時、事故の種類、発生状況） 
（２）発生原因 
（３）接種形態 
（４）今後の対策と改善状況 
（５）その他、特に必要と思われる内容 
 
７ 公表前の事前調整 
 公表文書や公表日時については、医師会と事前に調整し、公表する場合は広

報担当課を通じて実施する 
 
 
８ 記者会見時の出席者 
  予防接種担当部長、予防接種担当課長、医師会長、医師会公衆衛生担当理事

その他関係職員 
 
 
９ 被接種者・家族の同意 
公表の際は、家族の意思を最大限に尊重し、原則として書面による同意を得

た上で実施する 
 
 
１０ 個人情報の保護 
 公表内容については、被接種者及びその家族、接種医師等が特定されること

がないように十分配慮する。 




